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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第149期

第２四半期連結
累計期間

第149期
第２四半期連結
会計期間

第148期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成20年
　　７月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (千円) 3,385,2531,666,8907,556,880

経常利益 (千円) 140,693 88,896 444,740

四半期(当期)純利益 (千円) 74,687 47,306 261,192

純資産額 (千円) ― 2,676,1142,647,691

総資産額 (千円) ― 9,700,2129,956,512

１株当たり純資産額 (円) ― 266.31 263.46

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 7.43 4.71 25.95

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 27.6 26.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 372,530 ― 265,581

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △25,464 ― △150,713

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △185,527 ― 23,540

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 943,217 781,678

従業員数 (名) ― 299 291

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当企業集団は、当社、子会社４社で構成されており、消防機器、航空・宇宙機器部品、工業用各種ゴム製品

の製造および販売と、不動産の賃貸ならびに管理の事業活動を展開しております。

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 299

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 288

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメント(製造事業のみ)に示すと、次

のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

製造事業 1,156,814

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメント(製造事業のみ)に示すと、次

のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

製造事業 1,361,3351,622,787

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

製造事業 1,549,531

不動産賃貸事業 117,359

合計 1,666,890

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

三菱重工業㈱ 212,094 12.7

　

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1) 経営成績に関する分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国サブプライムローン問題に端を発した世界的

な金融不安、原油価格・原材料価格の高騰など景気の後退懸念が一段と強まってまいりました。

　このような状況のもとで当社グル－プといたしましては、新事業の展開、付加価値の高い製品の企画・

開発、価格の改定、コストの削減、金融収支の改善などの努力を行ってまいりました。

　その結果として、売上高は16億６千６百万円となりました。

　利益面においてはコストダウンに努めるとともに、一部製品については原材料価格高騰の影響を製品価

格に転嫁してまいりましたが、売上高の減少に伴い営業利益１億１千１百万円、経常利益８千８百万円、

四半期純利益４千７百万円となりました。

　これを事業の種類別セグメントでみますと、次のとおりであります。

・製造事業

　消防・防災部門では、社会情勢により変化する各種の災害・事故は複雑化・多様化し、震災や局地的な

風水害などこれまでに経験がない災害が多くなってまいりました。これらの災害の変化に対応すべく救

助資機材の提案・開発や消防ホースの拡販に努め、石油備蓄基地向け大量泡消火システム用部品などの

納入実績を上げることができました。また、航空・宇宙部門では民間航空機用部品の拡販に努めましたが

新造機の減少とＰＸ機の計画遅延により販売が減少となりました。工業用品・その他部門では発電機用

部品が販売増となりました。その結果、製造事業全体では売上高は15億４千９百万円となりました。営業

利益は、売上高の減少に伴い１億５千７百万円となりました。

・不動産賃貸事業

　不動産賃貸事業は、商品市況の上昇を受けガソリン高や物価高により個人消費が落込み、売上高は１億

１千７百万円、営業利益は４千７百万円となりました。

　

(2) 財政状態に関する分析

①資産

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ売上債権４億９千４百万円と

有形固定資産の７千５百万円、投資その他の資産３千３百万円の減少に対し、現金及び預金１億９千１百

万円の増加等により９７億円となりました。

②負債

　当第２四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ仕入債務１億１千万円、社債１

億円、借入金２千８百万円の減少等により７０億２千４百万円となりました。

③純資産

　当第２四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ四半期純利益７千４百万円と

配当金の支払５０百万円等により２６億７千６百万円となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、第１四

半期連結会計期間末より２億８百万円減少し９億４千３百万円となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、当第２四半期連結会計期間において税金等調整前四半期純利益

８千８百万円でしたが、賞与支払などによる引当金の増減額の影響により１億１千５百万円の資金の減

少となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、当第２四半期連結会計期間における定期預金の預入れや固定資

産の取得による支出により２千５百万円の資金の減少となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、当第２四半期連結会計期間において社債の償還と発行を実施し

たことなどにより６千６百万円の資金の減少となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

製造事業において事業戦略上急務となっている技術開発に取り組んでおります。

　その結果、当第２四半期連結会計期間における研究開発費は７千５百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間における設備の新設、除却等の計画については、主に更新設備が中心であ

り、重要な設備の新設、除却等及び設備計画の重要な変更はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,120,00010,120,000
東京証券取引所
(市場第二部)

―

計 10,120,00010,120,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年９月30日 ― 10,120,000 ― 506,000 ― 285,430

(注)　当第２四半期会計期間における増減はありません。

　

EDINET提出書類

櫻護謨株式会社(E01107)

四半期報告書

 8/28



(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

中　村　浩　士 東京都世田谷区 1,188 11.74

中　村　哲　也 栃木県大田原市 1,111 10.98

中　村　恵美子 東京都世田谷区 804 7.95

梶　原　祐理子 東京都八王子市 800 7.91

中　村　雄太郎 千葉県南房総市 533 5.27

㈱金陽社 東京都品川区大崎１丁目２－２ 497 4.92

徳力精工㈱ 東京都調布市小島町２丁目45－１ 384 3.80

㈱りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２－１ 330 3.26

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 309 3.05

櫻護謨取引先持株会 東京都渋谷区１丁目21－17 287 2.84

計 ― 6,245 61.72

(注)　大株主が個人である場合の個人株主の住所の記載にあたっては、市区町村名までとしております。

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　71,000　

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

10,011,000
10,011 ―

単元未満株式 普通株式　38,000　 ― ―

発行済株式総数 10,120,000― ―

総株主の議決権 ― 10,011 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式192株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
櫻護謨株式会社

東京都渋谷区笹塚
一丁目21番17号

71,000 ― 71,000 0.70

計 ― 71,000 ― 71,000 0.70

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 250 239 249 255 248 220

最低(円) 203 205 213 219 210 200

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
中部・関西地区営業推進
総括担当

取締役
名古屋・大阪営業所担当

野田　迪允 平成20年６月27日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累

計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日　内閣府令第50号)附則第７条第１項第５

号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、藍監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,112,417 920,878

受取手形及び売掛金 ※２
 2,039,862

※２
 2,534,553

商品及び製品 146,888 151,518

半製品 274,123 290,730

仕掛品 796,499 756,131

原材料及び貯蔵品 379,721 401,538

その他 ※２
 1,024,124

※２
 835,230

貸倒引当金 △41,313 △10,559

流動資産合計 5,732,325 5,880,023

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,937,333 1,985,673

土地 1,301,027 1,301,027

その他（純額） 278,062 304,893

有形固定資産合計 ※１
 3,516,423

※１
 3,591,595

無形固定資産 30,436 30,436

投資その他の資産

投資有価証券 146,855 154,869

その他 491,458 523,117

貸倒引当金 △217,287 △223,530

投資その他の資産合計 421,026 454,457

固定資産合計 3,967,886 4,076,489

資産合計 9,700,212 9,956,512

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 834,191 944,450

短期借入金 1,430,000 1,210,000

1年内返済予定の長期借入金 1,188,615 1,317,278

1年内償還予定の社債 － 400,000

未払法人税等 71,496 47,066

賞与引当金 230,588 221,747

役員賞与引当金 20,700 43,000

その他 522,058 509,103

流動負債合計 4,297,649 4,692,645
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

固定負債

社債 300,000 －

長期借入金 1,452,401 1,572,567

退職給付引当金 480,746 510,097

役員退職慰労引当金 165,165 189,951

その他 328,135 343,561

固定負債合計 2,726,448 2,616,176

負債合計 7,024,097 7,308,821

純資産の部

株主資本

資本金 506,000 506,000

資本剰余金 285,430 285,430

利益剰余金 1,915,472 1,891,033

自己株式 △26,638 △26,417

株主資本合計 2,680,264 2,656,046

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 24,908 30,077

繰延ヘッジ損益 △29,057 △38,432

評価・換算差額等合計 △4,149 △8,355

純資産合計 2,676,114 2,647,691

負債純資産合計 9,700,212 9,956,512
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 3,385,253

売上原価 2,385,084

売上総利益 1,000,168

販売費及び一般管理費 ※１
 825,936

営業利益 174,231

営業外収益

受取利息 787

受取配当金 2,059

保険返戻金 10,115

その他 16,248

営業外収益合計 29,210

営業外費用

支払利息 47,329

社債利息 1,642

社債発行費 6,228

その他 7,547

営業外費用合計 62,747

経常利益 140,693

特別利益

固定資産売却益 37

特別利益合計 37

特別損失

固定資産除却損 242

特別損失合計 242

税金等調整前四半期純利益 140,488

法人税、住民税及び事業税 66,673

法人税等調整額 △872

法人税等合計 65,800

四半期純利益 74,687
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 1,666,890

売上原価 1,123,428

売上総利益 543,462

販売費及び一般管理費 ※１
 432,339

営業利益 111,122

営業外収益

受取利息 649

受取配当金 4

保険返戻金 6,661

その他 6,249

営業外収益合計 13,565

営業外費用

支払利息 23,876

社債利息 927

社債発行費 6,228

その他 4,759

営業外費用合計 35,791

経常利益 88,896

特別利益

固定資産売却益 37

特別利益合計 37

特別損失

固定資産除却損 242

特別損失合計 242

税金等調整前四半期純利益 88,690

法人税、住民税及び事業税 41,853

法人税等調整額 △468

法人税等合計 41,384

四半期純利益 47,306
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 140,488

減価償却費 86,441

貸倒引当金の増減額（△は減少） 24,511

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,841

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △22,300

退職給付引当金の増減額（△は減少） △29,350

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △24,785

受取利息及び受取配当金 △2,847

支払利息 48,971

保険返戻金 △10,115

社債発行費 6,228

固定資産売却損益（△は益） △37

固定資産除却損 242

売上債権の増減額（△は増加） 494,691

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,685

仕入債務の増減額（△は減少） △110,259

その他 △156,059

小計 457,349

利息及び配当金の受取額 2,847

利息の支払額 △48,764

法人税等の支払額 △38,901

営業活動によるキャッシュ・フロー 372,530

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △30,000

有形固定資産の取得による支出 △23,008

有形固定資産の売却による収入 95

投資有価証券の取得による支出 △600

貸付金の回収による収入 1,200

その他の支出 △6,682

その他の収入 33,532

投資活動によるキャッシュ・フロー △25,464

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の発行による収入 293,771

社債の償還による支出 △400,000

短期借入金の純増減額（△は減少） 220,000

長期借入れによる収入 510,000

長期借入金の返済による支出 △758,829

自己株式の取得による支出 △220

配当金の支払額 △50,249

財務活動によるキャッシュ・フロー △185,527

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 161,538

現金及び現金同等物の期首残高 781,678

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 943,217

EDINET提出書類

櫻護謨株式会社(E01107)

四半期報告書

16/28



　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

(棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委

員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を第１四

半期連結会計期間から適用し、評価基準については原価

法から原価法(収益の低下による簿価切下げの方法)に変

更しております。

　この変更による当第２四半期連結累計期間までの損益

に与える影響はありません。

 

(リース取引に関する会計基準等の適用)　

　「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会

　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企業会

計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終

改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号)を

当第1四半期連結会計期間から早期に適用し、所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として

計上する方法に変更しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しており

ます。

　この変更による当第２四半期連結累計期間までの損益

に与える影響はありません。
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【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１　棚卸資産の評価方法

当第２四半期の棚卸資産の簿価切下げに関しては、

収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価

額を見積もり、簿価切下げを行う方法によっておりま

す。

２　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

法人税等の算定方法は、加味する加減算項目などを

重要なものに限定する方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性判断に関しては、前連結会

計年度末以降に経営環境や一時差異等の発生状況に著

しい変化が無いと認められるため、前連結会計年度末

において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法によっております。

　

【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

(有形固定資産の耐用年数の変更)

　機械装置の耐用年数については、これまで10年としてお

りましたが、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計

期間より９年に変更しております。

　この変更による当第２四半期連結累計期間までの損益

に与える影響は軽微であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

6,798,748千円

※２　債権流動化による受取手形裏書譲渡高

345,879千円

なお、裏書譲渡額のうち資金化していない228,525千円

は流動資産の「その他」に含めて表示している未収入

金としております。

３　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。

　当第２四半期連結会計期間末における当座貸越契約

に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 2,100,000千円

借入実行残高 1,220,000 〃

差引額 880,000 〃

※１　有形固定資産の減価償却累計額

6,719,095千円

※２　債権流動化による受取手形裏書譲渡高

450,736千円

なお、裏書譲渡額のうち資金化していない244,740千円

は流動資産の「その他」に含めて表示している未収入

金としております。

３　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。

　当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入

金未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 2,100,000千円

借入実行残高 960,000 〃 

差引額 1,140,000 〃
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(四半期連結損益計算書関係)

　

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料及び手当 204,496千円

役員報酬 73,276〃

貸倒引当金繰入額 34,577〃

賞与引当金繰入額 76,938〃

役員賞与引当金繰入額 20,700〃

退職給付費用 17,453〃

役員退職慰労引当金繰入額 9,594〃

減価償却費 41,012〃

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料及び手当 100,351千円

役員報酬 35,980〃

貸倒引当金繰入額 37,429〃

賞与引当金繰入額 38,519〃

役員賞与引当金繰入額 10,350〃

退職給付費用 8,657〃

役員退職慰労引当金繰入額 4,361〃

減価償却費 21,996〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,112,417千円

預入期間が３か月超の定期預金 △169,200 〃

現金及び現金同等物 943,217 〃　　
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 10,120,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 71,192

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　　該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 50,249 5.00平成20年３月31日 平成20年６月30日

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

リース取引については、第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」を早期適用

しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりますが、前連結会計年度末と比較

して著しい変動はありません。

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動はありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動はありません。なお、デリバティブ取引については、全てヘッジ会計が適用されております。

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

製造事業
(千円)

不動産
賃貸事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,549,531117,3591,666,890 ― 1,666,890

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 3,210 3,210 (3,210) ―

計 1,549,531120,5691,670,100(3,210)1,666,890

営業利益 157,019 47,252 204,271(93,148)111,122

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。　

２　各事業の主な製品

　(1)　製造事業……………消防機器、航空・宇宙機器、工業用品・その他

　(2)　不動産賃貸事業……不動産賃貸収入

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

製造事業
(千円)

不動産
賃貸事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

3,147,637237,6153,385,253 ― 3,385,253

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 6,420 6,420 (6,420) ―

計 3,147,637244,0353,391,673(6,420)3,385,253

営業利益 232,245 94,772 327,018(152,786)174,231

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。　

２　各事業の主な製品

　(1)　製造事業……………消防機器、航空・宇宙機器、工業用品・その他

　(2)　不動産賃貸事業……不動産賃貸収入
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　　　本国以外の連結子会社及び在外支店はないため、記載を省略しております。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　　　本国以外の連結子会社及び在外支店はないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　　　海外売上高は連結売上高の10％未満であるので記載を省略しております。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　　　海外売上高は連結売上高の10％未満であるので記載を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 266円31銭１株当たり純資産額 263円46銭

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 7円43銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 74,687

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株主に係る四半期純利益(千円) 74,687

普通株式の期中平均株式数(株) 10,049,124

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 4円71銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 47,306

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株主に係る四半期純利益(千円) 47,306

普通株式の期中平均株式数(株) 10,048,877

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月13日

櫻護謨株式会社

取締役会　御中

　

藍　監　査　法　人

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　　小　林　恒　男　　印

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　　古　谷　義　雄　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている櫻護

謨株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、櫻護謨株式会社及び連結子会社の平成20年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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